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郵政改革に関する信用組合業界の考え方 

 

 社団法人  全国信用組合中央協会 

 

 

１．郵政民営化実施後の問題点・課題 

 

（１） 公正な競争条件の確保 

 

全額政府出資会社の子会社であるゆうちょ銀行は、その

株式保有形態から政府が後ろ盾になっており、この信用力

を背景とする資金調達は、民間金融機関にとって競争上極

めて不利と言える。 

郵政改革素案では、業務の拡大とともに、ゆうちょ銀行

に対する政府出資が今後とも存続することとされており、

民間金融機関との競争条件においては、これまで以上に不

均衡をもたらすものと強く懸念される。 

 

（２） 地域金融・地域経済との共存 

 

信用組合は地域・業域・職域における中小零細事業者・

生活者の「相互扶助」を理念として、近年は事業再生や多

重債務生活者支援等を重要課題として地縁、人縁による地

域密着型金融に取り組んでいる。 

こうした中、公正な競争条件が確保されないまま巨大な

資本と資金力を持ち、かつ、膨大な地域の個人情報を保有

するゆうちょ銀行が資金の運用先を求め、業容拡大に走る

こととなれば、到底共存関係とはなり得ない。 

相対的に小規模の経営実態にある信用組合にとっては、

正に経営上の死活問題であり、特に、ゆうちょ銀行と競合

する地方の信用組合は強い危機感を持っている。 
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２．郵政改革の方向性・今後の課題等 

 

 上記１．の問題点等を踏まえると、今後の郵政改革に当

たっては、官業であるゆうちょ銀行の業容が拡大するよう

なことはあってはならず、まずは適正規模まで縮小するこ

とが必要である。 

また、完全民営化を前提として進められてきたゆうちょ

銀行の業務範囲の拡大、とりわけ貸出業務への進出は、信

用組合が地域とともに育み築き上げてきた中小零細事業者

や生活者との関係性までをも浸食し、地域金融の混乱を招

く恐れがあることから、認められるべきではなく、むしろ、

業務を必要最小限に絞り込む必要がある。 

  さらに、ゆうちょ銀行の預入限度額の引上げについては、

家計の小口資金を取り扱う信用組合の預金業務と正に競合

関係にあり、信用組合の資金調達を圧迫し、ひいては、中

小零細事業者等への資金の円滑な供給を阻害することにな

ることから認められるべきではない。 

  なお、郵政改革に当たっては、地域の金融システムの安

定等をも踏まえた上でのあるべきビジネスモデルや官業の

あり方について改めてご検討いただく必要があるものと考

える。 

 

以上 

 

 
 

～ 私ども信用組合業界の考え方に対しまして、 

ご理解賜りますようよろしくお願い申し上げます ～ 
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１．信用組合の業況（平成２１年１２月末）

信用組合数 １６０組合
店舗数 １，７６９店
役職員数 ２万２千人
組合員数 ３７２万人
預金積金 １６兆８千億円
貸出金 ９兆４千億円
出資金 ３千２百億円
自己資本比率 １０.１８％

預金量別信用組合数

１兆円以上

 
１組合

５，０００億円～

 
２組合

３，０００億円～

 
８組合

２，０００億円～

 
１０組合

１，０００億円～

 
３１組合

５００億円～

 
４４組合

３００億円～

 
２３組合

１００億円～

 
３０組合

１００億円未満

 
１１組合

〔注〕自己資本比率は平成２１年３月末
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２．信用組合の業態

◆地域信用組合（１１６組合）
・一定の地区内の小規模事業者や勤労者、住民のための信用組合

・地区の範囲は、ほとんどが１都道府県内（大部分はより狭い地区内）

◆業域信用組合（２７組合）
・同業種の人たちによる信用組合

〔例〕

 
医師、歯科医師、出版製本、公衆浴場、青果市場、運輸観光業など

◆職域信用組合（１７組合）
・同じ職場に勤務する人たちのための信用組合
〔例〕

 
官公庁（都庁・県庁・市役所・警察・消防）、鉄道、新聞社など
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３．業態別の業況

全 国
地 域 業 域 職 域

（うち民族系）

組合数 １６０

 

組合 １１６

 

組合 １６

 

組合 ２７

 

組合 １７

 

組合

預金積金
（１組合当り）

１６８，００４
（

 

１，０５０

 

）
１４８，２６７
（１，２７８）

１８，１８３
（１，１３６）

９，４１６
（３４８）

１０，３２０
（６０７）

（最大） （１０，５５０） （１０，５５０） （６，６２７） （９８６） （３，６６４）

（最小） （３５） （４０） （１１１） （６７） （３５）

貸出金
（１組合当り）

９４，４０１
（５９０）

８５，８４８
（７４０）

１２，７６１
（７９７）

３，２２５
（１１９）

５，３２７
（３１３）

預貸率 ５６．２％ ５７．９％ ７０．２％ ３４．２％ ５１．６％

店舗数
（１組合当り）

１，７６９

 

店
（１１．０店）

１，６８９

 

店
（１４．５店）

１８０

 

店
（１１．２店）

４９

 

店
（１．８店）

３１

 

店
（１．８店）

出資金
（１組合当り）

３，２３３
（２０）

３，１０２
（２６）

６０５
（３７）

７２
（２）

５８
（３）

組合員数
（１組合当り）

３，７２６千人
（２３千人）

３，３５３千人
（２８千人）

２９８千人
（１８千人）

７９千人
（２千人）

２９３千人
（１７千人）

常勤役職員数
（１組合当り）

２２，１９１人
（１３８人）

２１，０５２人
（１８１人）

２，５４７人
（１５９人）

６３０人
（２３人）

５０９人
（２９人）

（資料）全国信用組合主要勘定（平成２１年１２月末）

（金額単位：億円）
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◆取引先の従業員数別構成

信用組合の取引先の８割以上が従業員規模４名以下の小規模事業者です。

従業員数別取引先構成
（３２,６４５先）

従業員数別取引先構成
（１２,６１２先）

預金量4,000億円規模の信用組合の例

（３,８７８先）11.9％

１～４名

（２７,９４４先）85.6％

２０名超

（８２３先）2.5％ （１,９５９先）15.5％

預金量1,000億円規模の信用組合の例

１～４名

（１０,４３２先）82.7％

２０名超

（２２１先）1.8％

５～１９名 ５～１９名
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3000万円～1億円未満

1000万円～3000万円未満

1000万円未満

1億円以上

（２．５万先）11.8％

（０．３万先）1.4％

（17．２万先）81.6％

（０．９万先）4.3％ 1000万円～3000万円未満

3000万円～1億円未満 1億円以上

1000万円未満

（０．２万先）4.8％

（０．１万先）2.4％ （０．１万先）2.4％

（３．７万先）88.1％

貸出先２１．１万先中、１０００万円未満では、１７．２万

 
先と、全体の８１．６％で、貸出先の大宗を占めている。

貸出先４．２万先中、１０００万円未満では、３．７万

 
先と、全体の８８．１％で、貸出先の大宗を占めてい

 
る。

◆貸出先の金額階層別構成

小規模組合（預金量５００億円以下の地域１０組合）大規模組合（預金量２０００億円以上の地域１０組合）
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